
災害時の相互連携に関する協定について【概要】別紙

＜災害時＞

＜平常時＞
○連絡体制の確保

○連携訓練の実施

○災害現場の被災状況や応急対策状況等に関する情報共有

➣災害応急対策のための

○通信サービス支障地域に関する情報の提供

○通信事業者による通信エリアの改善

○通信機器等の貸与

○無線局開設の臨機の措置

N T T東日本株式会社

株式会社 N T Tドコモ
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電気通信事業者

MIC-TEAM

リエゾン派
遣による情
報収集

東北地方整備局

TEC-FORCE

➣通信サービス復旧のための

○道路啓開に関する情報の提供

○車両の進入及び設備の設置に関する調整

○敷地（道の駅等）の提供

○リエゾン等を通じて把握した被災自治体の支援ニーズの共有

河川国道事務所 等

県災害対策本部
リエゾンによる
調整等

東北総合通信局

地方公共団体
（各市町村）

【効果】＜協定締結による連携強化例＞

機関 災害対応時における課題 協定締結による効果

東北総合通信局 災害時における自治体支援ニーズの把握 整備局リエゾンが収集した自治体支援ニーズ共有による早期把握

東北地方整備局 通信不感地域における災害対応時の連絡手段 災害対応活動エリアにおける移動基地局設置等、通信回線の確保

【目的】災害時における東北総合通信局と東北地方整備局の相互連携により、円滑かつ効率的な災害対応等を図り、
もって災害時の被害を最小限に抑え被災地の迅速な復旧に寄与する。

【協定内容】
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